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第２章
実施内容
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１　事前研修
開講式、オリエンテーション、防災士養成講座（講義）、グループ協議
●開催日：令和元年７月 20 日（土）・21 日（日）
●場　所：東京都庁第一本庁舎５階大会議場

1



13

● スケジュール

7 月 20 日（土）

9:00 〜 12:00 普通救命講習 （未取得者）

13:00 〜 14:10 開講式、オリエンテーション

14:30 〜 15:30 ●防災士養成講座［１］　近年の自然災害に学ぶ 
　特定非営利活動法人日本防災士機構 理事　甘中 繁雄 氏

15:40 〜 16:40 ●防災士養成講座［２］　防災士の役割　 
　特定非営利活動法人日本防災士機構 理事　甘中 繁雄 氏

16:40 〜 17:00 事務連絡

7 月 21 日（日）

9:30 〜 9:40 事務連絡

9:40 〜 10:40 ●防災士養成講座［３］　地域の自主防災活動 
　東京大学生産技術研究所 教授　加藤 孝明 氏

10:50 〜 11:50 ●防災士養成講座［４］　被害想定とハザードマップ 
　東京大学生産技術研究所 教授　加藤 孝明 氏

13:00 〜 13:50 グループ協議

14:00 〜 15:00 ●防災士養成講座［５］　地域の復旧と復興　 
　特定非営利活動法人ザ・ピープル　理事長　吉田 恵美子 氏

15:10 〜 15:40 事務連絡

15:50 〜 16:30 教員向け事務連絡



14

● 東京都教育委員会挨拶

　合同防災キャンプの開催に当たりまして、
東京都教育委員会を代表して挨拶いたします。
東京都教育委員会では都立高等学校の生徒や
教員を、東日本大震災の被災地に派遣する合
同防災キャンプを、平成 28 年から開催し、
今年は 4 回目の開催になります。
　この合同防災キャンプは、二つの目的があ
ります。第１の目的は今回参加する 81 名の
高校生の皆さんに、学校や地域の防災を担う
防災リーダーとなってもらうことです。今年
度は福島県における復興支援ボランティアや
交流活動、防災士の資格取得などに取り組み、
奉仕の精神をもって地域の防災に積極的に関
わっていただきたいと思っております。第２
には、都立高等学校における防災教育を先導
する教員を養成することです。今年は 12 名
の先生方に参加していただくことになりまし
た。先生方にはこのキャンプを通じて、学校
の防災対策の見直しを先導する役割や防災に
対して意識の高い生徒を育成する役割を担っ
ていただくことを期待しております。
　さて、東日本大震災が発生した平成 23 年
3 月 11 日から 8 年が経過しました。当時私
はこの都庁 29 階で勤務しており、その揺れ
の大きさとともに窓から見える向かいの高層
ビルの揺れの大きさを実感しました。また、
テレビで放送された被害状況の衝撃、それを
今でも鮮明に覚えております。会場の皆さん
はどうでしょうか。
　一方で時間の経過とともに東日本大震災の
記憶も風化してきていると言われています。
宿泊研修で訪問する福島県では、地震による
揺れや津波といった直接的な被害だけではな
く、福島第一原子力発電所の事故による被害
も発生しました。いまだに避難指示が解除さ
れない地域もあり、他県と比較すると復旧・
復興が進んでいない状況があると伺っており
ます。

　しかし、この時も被災地の方々は復旧・復
興に向けて懸命に取り組んでおられます。こ
の震災を伝承するため、多くの人々が様々な
努力をしています。合同防災キャンプを通じ
て被災地を訪れ復興に向け、日々尽力されて
いる方々と触れ合うことで見聞を広げ、東日
本大震災について改めて見つめ直していただ
きたいと考えております。
　東京では、今後 30 年以内に、震度 6 弱以
上の大規模な揺れが起こる確率が極めて高い
と予測が示されています。また、南海トラフ
で発生するマグニチュード 8 から 9 の地震
も、30 年以内に 70% から 80% の確率で発
生すると予測されています。つまり、高校生
の皆さんは、東京で生活していく上で、今後、
大規模な地震に遭遇する可能性が非常に高い
ということになります。そのような災害時に
被害を軽減し、復旧・復興させていくために
は、住んでいる地域や学校などのコミュニティ
の中で各自が、どのような役割を担うべきか、
またどのような知識、技術、心構え、行動力
を身に付けておかなければならないのか、こ
の合同防災キャンプをきっかけとして考えて
いただきたいと思います。
　合同防災キャンプ終了後には、12 月に「都
立高校防災サミット」を開催いたします。そ
こではこのキャンプで体験したことを報告し
ていただきます。このキャンプで学び体験し
たことを、自分だけのものとせず、友人や保
護者、学校、地域に還元して欲しいと思って
います。　　　　
　結びに、この会場にいる高校生の皆さんは、

「合同防災キャンプ 2019」への参加を希望し、
校長先生からの推薦を経て、東京都教育委員
会が参加を認めた方々です。各学校の代表で
あり、かつ、東京都の代表であるという自覚
をもってこの「合同防災キャンプ 2019」に
参加してください。

東京都教育庁

指導部長　増田 正弘
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● 生徒代表決意表明

　現在、日本各地で自然災害が相次いで起こっ
ています。首都圏では、近いうちに大きな地
震が発生すると言われているため、もし実際
に起こったらどのような行動をとればよいの
か、そして、私には何ができるのかというこ
とを、各地で地震が起こるたびに考えるよう
になりました。
　８年前の 3 月 11 日、私の父は単身赴任先
の福島で被災しました。数か月後に訪れた被
災地の現状を目の当たりにし、言葉を失いま
した。道端に乗り上げた船、先の途切れた道路、
それに対比して、東京では考えられないよう
な満点の星空に、埋めようのない寂

せき

寥
りょう

感にさ
いなまれたのを、今でも鮮明に覚えています。
自分の無力さを思い知り、自分には何ができ
るのだろうと９歳ながらに考えました。そし
て、この時から防災というものに興味をもつ
ようになりました。
　それが今につながり、高校３年生になった
私は、晴海総合高校の特色である課題研究で

「帰宅困難者対策 in 晴海」をテーマに掲げ、
大規模災害が起こった際、我々高校生にでき
ることは何なのか、大学の教授にお話を伺っ
たり、論文を渉猟したりしながら研修を進め
ています。しかし、知識だけでは研究は成り
立ちません。多くの人に伝えるためには、経

験を踏まえることが必要だと考えました。こ
のため私は、この合同防災キャンプに申し込
みました。このキャンプが研究を一歩進める
手助けとなるよう、精一杯励みたいと思いま
す。81 名の都立高校生が、福島県の被災地支
援に参加し、現地の人々の生活や高校生の現
状を知ることとなります。震災から 8 年経っ
た今、被災地がどのような状況にあるのか、
今はまだ想像することしかできませんが、こ
のような機会をいただいたことに感謝しなが
ら、多くのことを学び、被災地の復興支援に
できる限りの貢献をしたいと考えています。
　また、今回の合同防災キャンプで防災士養
成講座を受講し、防災士の資格取得を目指し
ます。今後私たちの住む地域で、災害が起こっ
たとき、防災リーダーとして、地域の方々や
高齢者を助けることができるよう、資格取得
に向けて励みたいと思います。
　私たちはこの合同防災キャンプを通して、
体験したこと、学んだこと、感じたことを、
学校の仲間をはじめ、多くの人に伝えていき
ます。
　防災リーダーとして、東日本大震災を風化さ
せず、災害に対する意識や心構えを多くの人々
と共有できるよう、行動したいと思います。

生徒代表

都立晴海総合高校

３年　小牧 はるか
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● 教員代表挨拶

　私は、岩手県の海沿いにある宮古市という
小さな町で生まれました。 そして、平成 23
年 3 月 11 日を、私は自分が生まれ育った場
所で、当時勤めていた岩手県の高校の教員と
して迎えました。 見慣れた町並みが津波によ
り一瞬にして壊されていく様子が、避難所に
なった体育館で怯える生徒たちの表情が、そ
して、無念にも命を落とした教え子や友人、
近しい人々の最期の姿は 今でも事あるごとに
思いだされます。
　あの日から今日で、8 年と 131 日が経過し
ましたが、その後も日本各地で多くの災害が
起こっています。 東日本大震災の発生した２
年後の平成 25 年には、東京都伊豆大島で記
録的な大雨から土石流が発生し、39 名の方が
お亡くなりになりました。さらに平成 28 年
には、熊本県での大規模な地震で、267 名の
方が、そして昨年は西日本を中心とした豪雨
により 224 名の方が犠牲となりました。この

ように、次々と発生する災害と隣り合わせで、
私たちは日常を営んでいます。
　私たちは、8 月 21 日から２泊３日の期間
を福島県で過ごします。東日本大震災の今を
見て、被災した方々がどのような思いで過ご
されたのか聞くことになります。また、復興
支援ボランティアを経験したり、実際の避難
所運営を想定した演習を行ったりします。
　合同防災キャンプに参加する生徒の皆さん
81 名と、私たち教員 12 名は、実際に災害が
発生し、人々が助けを求めに来たときに、そ
れぞれの場所でリーダーとしての役割を果た
すことになります。そのための専門的な知識
や経験をこの合同防災キャンプで蓄え、防災
士の資格として形にすることを目標の一つと
しています。全ての行程に対し、主体的かつ
積極的に臨み、一つ一つの体験を糧として、
誰かのために役立てる自分になれるように全
力を尽くしたいと思います。

教員代表

都立足立西高校

主幹教諭　鈴木 仁志
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●防災士養成講座［１］
　近年の自然災害に学ぶ

特定非営利活動法人
日本防災士機構 

理事　甘中 繁雄 氏

ɹ؁தൟ༤ࢯͷٛߨ͸ɺʮ๷ࡂͷ஌ࣝΛ਎ʹ
෇͚ͯɺ๷ࡂɺࢧԉ活動Λ͢Δ͜ͱʹΑͬͯɺ
ࣗ෼΍Ո଒ͳͲͷେ੾ͳ人ΛकΔҙࣝΛߴΊ
Δ͜ͱ͕非ৗʹॏཁʯͱ͍͏࿩͔Β࢝·Γ·
ͨ͠ɻ
ɹ๷࢜ࡂཆ੒࠲ߨͷ࠷ॳͷٛߨͱͯ͠ɺʮۙ
೥ͷࣗવ֐ࡂʹֶͿʯͱ͍͏ςʔϚͰɺᶃ೔
ຊͷࠃ౔ͷ特௃ɺᶄ೔ຊͷ࢙֐ࡂɺᶅۙ೥ͷ
ࣗવ֐ࡂɺᶆ֐ࡂΛΠϝʔδͯ͠උ͑Δɺͱ
͠·ͷபʹΑΓɺ͓࿩͠Λ͍͖࢛ͨͩͭ͏͍
ͨɻ

ʢ؁தࢯͷ͓࿩ΑΓʣ
　北海道南西沖地震（1993 年）、阪神・淡路
大震災（1995 年）、東日本大震災（2011 年）、
熊本地震（2016 年）、大阪北部地震（2018
年）といった近年の地震災害、そして広島土
砂災害（1999 年）、台風 12 号豪雨（2011
年）、台風 26 号豪雨（2013 年）、広島土砂
災害（2014 年）、台風 10 号豪雨（2016
年）、九州北部豪雨（2017 年）、西日本豪雨

（2018 年）といった豪雨、土砂災害などの気
象災害、さらに雲仙普賢岳火砕流（1991 年）、
有珠山噴火（2000 年）、三宅島噴火（2000
年）、御嶽山噴火（2014 年）などの火山災害
など、日本では多くの自然災害が起こってい
ます。また、近年日本各地で起こっている猛
暑も、新たな気象災害です。
　これらの災害が起こったとき、あきらめて
しまうのではなく、災害を正しく恐れ、自分
の家や学校はどうなるのか、具体的にどうい
う被害があるのかということを正しく想像（イ

メージ）することが大事であり、その想像（イ
メージ）に対して、どのような対策を取るの
かということが防災・減災の本質です。
　そして、このように多くの災害が起こって
いるにもかかわらず、その教訓が生かされい
ない理由は、
ᶃࣗ෼͕ॅΜͰ͍Δ஍ҬΛ஌Βͳ͍͜ͱɹ
ᶄ஍Ҭͷաڈͷ֐ࡂΛ஌Βͳ͍͜ͱɹ
ᶅࣗ෼͚ͩ͸େৎ෉ʢਖ਼ৗੑͷόΠΞεʣͱɹ
ɹࠐ͍ࢥΜͰ͍Δ͜ͱ
の三つです。
　広島県の土砂災害、岡山県真備町で起こっ
た堤防壊による豪雨災害や岩手県を直撃した
台風 10 号による小本川の氾濫の事例からの
の教訓は、自分が住む地域の状況をしっかり
と認識し、大雨が降ったら避難するというこ
とを、常に心掛けていなければならないとい
うことです。
　また、災害当日に被災地で実際に発令され
た「避難準備・高齢者等避難開始」、「避難勧
告」、「避難指示（緊急）」、「氾濫危険情報」、「大
雨特別警報」についても、対処の方策を考え、
行動に移すために、これらの用語の意味をしっ
かり学んで理解しておいてください。
　熊本地震の被害状況からも分かるように、
地域の地理的特性による具体的な被害の様子
から地域を知るということが、防災・減災の
ための対処として重要です。
　我が国の災害の歴史をからも分かるように、
自然の力を制圧することは不可能で、大いな
る自然の営みに畏敬の念を持ち、自然との共
生を理解するということを忘れないでくださ
い。

● 防災士養成講座



18

ɹʮ๷࢜ࡂͷ໾ׂʯͱ͍͏ຊٛߨͰ͸ɺࡏݱɺ
গྸߴࢠԽ͕ਐΜͰ͍Δ೔ຊͱ౦ژ౎ͷ人ޱ
౔ͷ໘ੵࠃ੒ɺͦͯ͠ੈքͱͷൺֱʹΑΔߏ
ʹ͍ͭͯ঺հ͕͋Γ·ͨ͠ɻ·ͨɺ஍਒ͷݪ
ҼͱͳΔϓϨʔτ͕ଟ͘೔ຊΛऔΓ͍͍ͯר
Δ͜ͱɺ活அ૚͕ࠃ಺શ౔ʹଘ͢ࡏΔ͜ͱʹ
͍ͭͯɺ஍ਤΛͯͬ࢖આ໌͍͖ͨͩ·ͨ͠ɻ
ɹͦͷΑ͏ͳ஍ཧత特௃͔Βɺ೔ຊ͸ɺւߔ
Ͱ͋Δͨࠃͼ಺཮௚Լͷ஍਒͕ଟ͍ٴ஍਒ܕ
Ίɺ࣌֐ࡂʹ๷࢜ࡂͱͯ͠ߦ動Ͱ͖ΔΑ͏උ
͑ͯ΄͍͠ͱ͍͏͓࿩Ͱͨ͠ɻ
ɹ·ͨɺաڈʹൃੜ̢ͨ̕͠Ҏ্ͷେ஍਒
Ͱ͋Δ ����೥ͷνϦ஍਒ɺ����೥ͷΞ
ϥεΧ஍਒ɺ����೥ͷεϚτϥౡԭ஍਒ɺ
���� ೥ͷ౦๺஍ํଠฏ༸ԭ஍਒͕঺հ͞
ΕɺϚάχνϡʔυͷେ͖͞ʹ͍ͭͯղઆ͠
͍͖ͯͨͩ·ͨ͠ɻ

ʢ؁தࢯͷ͓࿩ΑΓʣ
ੜ͢Δͱ͞ΕΔ஍਒ͷ֬཰ൃޙࠓ
　今後、30 年以内に震度６弱以上の揺れが起
こる確率（地震調査研究推進本部）は、千葉
市 85％、横浜市、水戸市 81％、東京都新宿
区 47％など、日本の各都市で高い数値が示さ
れています。いつどこで発生するか分からな
い災害に対して、普段から意識して準備をし
ておくことが大切です。来年は東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会が開催され、海
外から多くの人が来日します。外国人は地震
を全く経験していない方々が多く、万一のと
きには、そういった方がパニック状態になら
ないように誘導するという意識をもつことが、
防災リーダーとして必要です。

౔࠭ݥة֐ࡂՕॴ
　平成 26 年度の防災白書のデータが示すよ
うに、我が国の全 1,742 市町村のうち、土砂
災害危険箇所を有する市町村は 1,606 あり、
土砂災害危険箇所は全国に約 52 万 5 千箇所
に上ります。全国の約 9 割の市町村が土砂災
害の危険と隣り合わせにあり、今後土砂災害

をもたらす台風などの気象災害についての防
災対策がますます重要となります。
　1 年間に発生する台風の数は、30 年間の平
均で年 25.6 個、そのうち日本に上陸する数
は 2.7 個で、近年は 5 個以上上陸する年もあ
り上昇傾向にあります。台風の強さや大きさ
は、風で決まります。台風の「大きさ」は強風域、

「強さ」は最大風速を表すという台風に関する
知識も身に付けておくべきです。

Րࢁͱ஍਒େࠃͷ೔ຊ
　世界にある 1,150 の活火山のうち、約 7％
の 111 の活火山が日本にあり、そのうち東京
都に最も多く存在します。日本は世界の地震
発生率の 18．5％を占める一方、災害死者数
は 1.5％であり、災害対策ができていると読
み取れるデータもあります。また、日本の災
害被害額は世界全体の 17．5％（日本：4,209
億ドル / 世界：24,030 億ドル）と高くなっ
ています。

ࣗΒͷ໋͸ࣗΒ͕कΔɿҙࣝͷపఈͱͱΔ΂
͖ආ೉ߦ動౳ͷप஌
　我が国の防災システムは、自分の命は自分
で守る「自助」を原則として、市町村が住民を、
都道府県が市町村を、国が都道府県を支援す
るという仕組みになっています。
　こうした仕組みに基づく、災害救助法、災
害対策基本法、被災者生活再建支援法などの
重要な法律や「特別警報（＝直ちに命を守る
行動をとる）」といった警報の知識について
しっかり身に付けてください。

●防災士養成講座［２］
　防災士の役割
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●防災士養成講座［3］
　地域の自主防災活動

ɹ౎ܭࢢըɺ·ͪͮ͘Γɺ஍Ҭ҆શγεςϜ
ֶΛઐ໳ͱ͠ɺࢢຽڠಇͷ๷ࡂ·ͪͮ͘ΓΛ
ਪਐ͞Ε͍ͯΔՃ౻͔ࢯ໌޹Βɺʮ஍Ҭͷࣗ
ओ๷ࡂ活動ʯʹ͍͖͍ͭͯͩͨͯٛ͠ߨ·͠
ͨɻ
ɹՃ౻ܞ͕ࢯΘ͍ͬͯͨʮ৽খؠ๺஍۠θϩ
ϝʔτϧ֗ࢢ஍ٞڠձʯʹΑΔਫ֐Λ૝定͠
ͨϋβʔυϚοϓͮ͘ΓͳͲɺ஍Ҭͷࣗओ๷
ࡂΛ঺հ͠ͳ͕Βɺࣗओ๷ྫࣄ活動ͷ࣮ફࡂ
૊৫ʢ࣏ࣗձ΍ொձͳͲͷதͰ஍Ҭॅຽͱ͠
ରԠ͢Δ૊৫ʣͷ活動ʹ͍ͭͯઆ໌ʹ֐ࡂͯ
͍͖ͯͨͩ͠·ͨ͠ɻ
ɹ·ͨɺࣗॿɾڞॿɾެॿͷ͏ͪɺެॿͷ໾
ׂΛ୲͏ߦ੓ͷঢ়گΛ౿·͑ͯɺ஍Ҭͷࣗओ
๷ࡂ活動͕ඞཁͰ͋Δࠜڌʹ͍ͭͯ΋આ໌͠
͍͖ͯͨͩ·ͨ͠ɻ

ɹʢՃ౻ࢯͷ͓࿩ΑΓʣ
　私の研究する「地域安全システム学」とは、
分かりやすく言うと、安全で自然災害リスク
の小さい町、言わば地域の安全を支える仕組
みを研究する学問です。
　研究領域は次の内容となります。

　１　災害現象の解明（地震火災リスクの評　
　　　価等）　
　２　自治体、ＮＰＯ、地域住民などと協働
　　　して防災まちづくりの実践　
　３　次の災害に備えた復興の準備　　
　４　新技術の応用（新しい技術を活用した
　　　新しい機能の追加）　　

　今は時代の変わり目で、防災・災害行政の
課題について、二つのキーワードがあると思っ

ています。
　１点目は、「社会制度の慣性の法則」です。　
　これは「大きな船は急に曲がれない」とい
うことで、時代は急激に変化しているが、社
会制度が追い付いておらず、ギャップが生じ
ているということです。右肩上がりで成長す
ることを前提に設計された現在の社会制度に
生じているギャップに、日本は苦しんでいま
す。これを解決するためには、前例・慣例に
とらわれず、根本から考えることが重要です。
　２点目は、「縦割りの行政」です。昔は行政
の各セクションが、風船が大きく膨らむよう
に成長していたため、社会のニーズに対して、
縦割りの行政で対応できていました。しかし、
今は財政的に困難である、職員数も減少する
などして、各セクションの縦割りの幅が細く
なってしまい、社会のニーズに答えきれず、
隙間ができています。
　防災に当てはめて言えば、その解決策の一
つとして、災害対応は行政だけでは不可能な
ので、市民が隙間を埋めることが挙げられま
す。もう一つの解決策は、目的を複数もつこ
とです。具体的には、防災対策と福祉を兼ねる、
教育の中で防災を教えることなどが該当しま
す。防災も他の地域課題と一緒に考えること
で、社会の問題に対応することができると考
えられます。例えば、市民による自主防災組
織の仕組みをまちづくりと一緒に構築するこ
とが解決策の一つになります。
　地域の自主防災活動において大切なことは、
住民が防災に役立つ情報を共有する地域文化
を作っていくことです。

東京大学生産技術研究所

教授　加藤 孝明 氏
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●防災士養成講座［４］
　被害想定とハザードマップ

ɹ๯಄Ͱɺࡕਆɾ୶࿏େ਒ࡂͰԣ౗͠ʹͳͬ
Ε͖ͱͳͬͨנʹ଎ಓ࿏΍ɺҰॠͷ͏ͪߴͨ
ொͷঢ়گͳͲͷμΠδΣετө૾͕ө͠ग़͞
Εɺେ౎ࢢͰൃੜ͢Δ̢̓Ϋϥεͷ஍਒ʹΑ
Δඃ֐ʹ͍ͭͯͷΠϝʔδΛ΋͍ͨͤͯͨͩ
͖·ͨ͠ɻ
ɹͦͯ͠ɺ౦ژͷԼொ͸ɺຒཱ஍͕ଟ͍ͨΊ
ӷঢ়Խͷ͍͜ߴ͕ੑݥةͱɺݐ෺ີ౓͕͍ߴ
ͨΊݐ෺ඃ͕֐େ͖͍͜ͱɺԼொͷΈͳΒͣ
͍ͭʹΔ͜ͱͳͲ͕͋ݥةͷࡂͷख΋Րࢁ
ͯɺ࡞͕ࠃ੒ͨ͠ϋβʔυϚοϓΛ࢖༻ͯ͠
આ໌͍͖ͯͨͩ͠·ͨ͠ɻ·ͨɺϋβʔυϚο
ϓͷ࡞੒ํ法ͱɺ͔ͦ͜Βඃ֐༧૝Λಋ͖ग़
ղઆ͍͖ͯͨͩ͠·ͨ͠ɻඃ͍ͯͭʹڌࠜ͢
૝定΍ϋβʔυϚοϓΛ利༻ͯ͠ɺ೔ৗ͔֐
ΒϦΞϦςΟͷ͋Δ֐ࡂঢ়گΛ૝૾͓ͯ͘͠
͜ͱͷॏཁੑΛֶͼ·ͨ͠ɻ

ʢՃ౻ࢯͷ͓࿩ΑΓʣ
　阪神・淡路大震災が発生するまでは、我が
国は経済成長とともに災害が減少していた時
代でした。国内では、1959 年の伊勢湾台風
以来 1995 年までの 36 年間、1,000 人を
超える死者が発生した災害はありませんでし
た。理由は「たまたま」ということです。この間、
大きな災害がなくラッキーだったと捉えられ
る一方、災害から学ぶことができずにアンラッ
キーだったという見方もできます。
　阪神・淡路大震災はＭ７クラスですが、淡
路島の先端から神戸三宮の小さな範囲での揺
れでした。関東大震災はＭ８の揺れで、千葉
から小田原の範囲が揺れました。東日本大震
災はＭ９で、千葉から青森まで揺れました。
このことから、強く揺れる広さに対応するこ
とが必要ということです。
　首都直下地震が切迫していると言われてい
ますが、東京付近でのＭ８クラスの大きな地
震は２～ 300 年周期で起こっており、関東大
震災から 200 年後に当たる 2123 年頃に起
こるとも予測されています。
　その大きな地震発生前の 100 年間に、Ｍ７

クラスの地震が頻発するとも言われています。
このことから、今後 30 年以内にＭ７クラス
の地震が発生する確率が 70％であるという根
拠となっています。
　対策を立てるためには、まずは被害を想定
することが重要です。直下型地震はどこで起
こるか予想ができないので、内閣府では、東
京都の様々な地域に震源を仮定して被害想定
を検討しています。内閣府の予想では、阪神・
淡路大震災や東日本大震災とは比べものにな
らないくらいの被害が出ると算出されていま
す。
　このような被害想定を基にして、火災、液
状化、地盤沈下、建物被害などに対して、い
かに防災・減災に役立てる対策を講じるかが
大切です。
　一方、風水害に関しては、地球温暖化によ
る気候変動が大きな問題になっています。地
球の温暖化が進むと台風の個数は減るものの、
台風の巨大化をもたらすと言われています。
つまり、気象リスクは格段に高まるというこ
とです。
　今後も大きな災害があると想定しておかな
ければならないのは明らかで、これに対して、
私たちは災害イメージを過小化せず、リアリ
ティのある災害状況を想像できるようにして
おくことが重要です。
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●防災士養成講座［５］
　地域の復旧と復興

ɹܙ٢ాඒ͔ࢯࢠΒ͸ɺɹ౦೔ຊେ਒ࡂΛࣄ
ྫͱͨ͠ਅͷ஍Ҭͷ෮چɾ෮ڵͷऔ૊Λ௨͠
ͯɺͲͷΑ͏ʹ஍ҬΛؾݩʹ͍͔ͯ͘͠ͱ͍
͏ςʔϚͰٛߨΛ͍͖ͨͩ·ͨ͠ɻ
ɹ͕ࢯ٢ాཧࣄ௕Λ຿ΊΔʮ/10法人βɾ
ϐʔϓϧʯ͸ɺݩʑ͍Θ͖ࢢͷ਎ۙͳੜ活؀
͚޲ʹͷ໰୊ͷҰͭͰ͋Δΰϛ໰୊ͷղܾڥ
ͯɺݹணͷϦαΠΫϧ活動ʹऔΓ૊ΉஂମͰ
ͨ͠ɻ౦೔ຊେ਒ࡂΛػܖʹɺʮٹԉࢧԉʯ
ΛςʔϚʹͨ͠活動΁ͱେ͖͘ม༰Λ਱͛ͨ
ͱͷ͜ͱͰ͢ɻ
ɹ͜ͷ法人Ͱ͸ɺ௡೾ඃऀࡂɾ஍਒ඃऀࡂʹ
ͷ੠Λฉ͖ऀࡂΊɺඃ࢝ͱ͔Β͜͏߹͍͔޲
ͳ͕Βɺආ೉ऀ͕ຊ౰ʹඞཁͱ͢Δࢧԉ෺ࢿ
Λௐୡͯ͠ಧ͚Δ活動ʹऔΓ૊Έ·ͨ͠ɻݪ
ൃආ೉ऀͱ஍Ҭॅຽͱͷؒʹੜ·ΕͨߔΛຒ
ΊΔͨΊʹɺ·ͨɺނࣄൃݪͷӨڹͰੜۀʹ
ࣗ৴Λແͨ͘͠஍Ҭ೶ऀۀʹલΛ͍ͯ޲΋Β
͏ͨΊʹɺʮ;͘͠·ΦʔΨχοΫɾίοτϯɾ
ϓϩδΣΫτʯΛ্ཱͪ͛·ͨ͠ɻ

（吉田氏のお話より）
　「ふくしまオーガニック・コットン・プロジェ
クト」は、塩害に強く、放射性物質の移行係
数が低いとされる綿を有機栽培で育て、製品
化する一連の事業モデルであり、福島県の農
業を再生することや、地域に活気と仕事を生
み出すことを目的とする活動です。
　今、福島の農産物は安心・安全です。福島
に来たら美味しい野菜をたくさん食べて欲し
いと思います。しかし、震災当時は農業を進
めていくことがためらわれる状況でした。そ
のような中、作物を栽培する状況を作り出し
たいという思いで、食べ物ではない作物のコッ
トンを作ろうというのが始まりでした。
　8 月に皆さんにお手伝いいただくボラン

ティア実習は、このコットン畑で行っていた
だきたいと思います。元々は水田であったた
め、水を貯めるのには適した畑ですが、水を
しっかり抜き出すことが困難な畑でもあるた
め、雨が降ると泥だらけになってしまいます。
前日に雨などが降ると大変な作業になるかも
しれませんが、ぜひ私たちの活動を支えてい
ただけたらと思います。
　私たちは、元と同じように「復興」するの
ではなく、新たなもの、新たな社会を作り上
げるという意気込みで、このプロジェクトを
進めています。農薬などを一切使わないオー
ガニックにこだわるのもそのような理由から
です。
　この地域の高齢者たちにとって、閉じこもっ
てしまいがちな避難所生活の中で、このコッ
トン畑で汗を流すことが大きな生きがいに
なっています。地域で安心して栽培できる作
物、皆で収穫祭を祝う喜びの共有ができる作
物、そして自分たちの希望を込められる作物
として、私たちはコットン栽培に取り組んで
います。いつか福島の浜通りが、コットン通
りになることを願い、復興に取り組んでいま
す。

　

特定非営利活動法人
ザ・ピープル

理事長　吉田 恵美子 氏


